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公 安 委 員 会 令和７年度における留置施設の 令 和 ８ 年 ７ 月 ２ 日 

説明資料№ 13 巡 察 の 実 施 状 況 に つ い て 長 官 官 房

１　概要 

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第19条の規定に基づき、

全国108の留置施設に対して巡察を実施した。 

 

２　主な指摘・指導事項 

　○　署長等幹部による巡視の状況について確認したところ、一部において、

特別要注意者又は問題被留置者が指定されている場合における巡視の懈

 怠が認められたことから、改善措置を講じるよう指示した。

　○　留置担当官による巡回の状況について確認したところ、一部において、

規定された回数の巡回が行われていなかったことから、改善措置を講じ

るよう指示した。 

　○　面会の終了を直ちに把握するための措置について確認したところ、一

部において、面会室の面会者側扉に取り付けられているセンサーの報知

機能を容易に無効にできる状態にあったことから、改善措置を講じるよ

う指示した。 

　○　留置施設の規律及び秩序を適正に維持するための措置について確認し

たところ、一部において、同一被留置者による反則行為が複数発生して

いるにもかかわらず、禁止措置の適用を検討していなかったことから、

改善措置を講じるよう指示した。 

　○　令和５年12月の通達改正に関する教養の実施状況について確認したと

ころ、おおむね良好な結果であった。 

 

３　今後の取組 

　　令和８年度は、令和７年度の巡察結果、同年度中に発生した被留置者事

故等を踏まえ、被留置者の動静監視及び監視態勢の組織的管理状況を重点

的に確認する。 
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   令和７年中の特定秘密等の指定及び 令和８年７月２日
      公 安 委 員 会 警 備 局

   そ の 解 除 並 び に 保 護 措 置 並 び に
  説明資料№ サ イ バ ー 警 察 局

  長 官 官 房適性評価の実施の状況等について

 １　概要　
警察における特定秘密に係る業務の適正の確保に関する規則（平成26年

国家公安委員会規則第12号）及び警察における重要経済安保情報に係る業
務の適正の確保に関する規則（令和７年国家公安委員会規則第６号）に基
づき、令和７年中の警察庁における特定秘密及び重要経済安保情報（以下

 「 」 。） 。特定秘密等 という の指定及び解除の状況等について報告するもの
 

 ２　特定秘密等の指定及びその解除の状況について
 (1)　指定

 警察庁においては 令和７年中に以下のとおり特定秘密等を指定した、 。
 ア　特定秘密

 〇　部隊の戦術・運用関係
 ○　特 定 有 害 活 動 関 係
 ○　外国の政府等との協力関係
 ○　暗 号 の 鍵 関 係
 ○　テ ロ リ ズ ム 関 係
 ○　人 的 情 報 源 関 係

 イ　重要経済安保情報
 ○　部隊の戦術・運用関係
 ○　対 日 有 害 活 動 関 係
 ○　外国の政府等との協力関係

 (2)　指定の解除
 　警察庁においては 令和７年中に特定秘密等の指定の解除はなかった、 。

 
 ３　特定秘密等の保護措置の実施の状況について

 (1)　概要
警察庁及び都道府県警察においては、主に以下のような特定秘密等の

 保護措置を実施している。
 ○　職員に対する特定秘密等の保護に関する教育の実施

 ○　特定秘密等を取り扱う場所への立入り及び機器の持込みの制限
 ○　特定秘密等を取り扱うために使用する電子計算機の使用の制限

 ○　特定秘密文書等の作成、運搬、保管等の取扱いの方法の制限
 (2)　保護の状況に関する検査

令和７年中、警察庁及び都道府県警察における特定秘密等の保護の状
況について検査を実施したところ、以上の保護措置が適切に講じられて

 おり、指摘すべき事項はなかった。
 

 ４　適性評価の実施の状況について
警察庁及び都道府県警察においては、令和７年中に特定秘密の保護に関

する法律（平成25年法律第108号）に基づく適性評価を1,392件（うち警察
 庁404件、都道府県警察988件）実施した。

重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律（令和６年法律第27号）
 に基づく適性評価の実施はなかった。

 
 ５　その他

　令和７年中、内閣府独立公文書管理監による特定秘密等の指定・解除、
特定行政文書ファイル等の管理について検証・監察が実施されたところ、
いずれも法令に従って適正に行われていると認められた。
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  公 安 委 員 会 令和８年７月２日インターネット・ホットラインセンターに

   お け る 「 ホ ッ ト ラ イ ン 運 用 ガ イ ド サ イ バ ー 警 察 局

刑 事 局説明資料№　　　 ラ イ ン 」 の 改 定 に つ い て

 １　趣旨

　　深刻なＳＮＳ型投資詐欺等に対処するため、総務省違法情報ガイドライ

　ンの改定と時を同じくして、インターネット・ホットラインセンターの運

 　用指針であるホットライン運用ガイドラインを改定するもの。

 

 ２　ガイドライン改定内容

  (1)　なりすまし型偽投資広告を掲載する行為の追加

　　　ＳＮＳ型投資詐欺の入口となっている「なりすまし型偽投資広告を掲

 　　載する行為 を 削除依頼の対象となる違法情報の類型に追加するもの」 、 。

  (2)　「送金犯罪」の依頼等の追加

　　　犯罪収益移転防止法の一部を改正する法律（令和８年法律第34号）の

　　成立を踏まえ 「送金犯罪」の依頼等を削除依頼の対象となる違法情報、

 　　の類型に追加するもの。

 

 ３ 今後の予定　

    ガイドライン改定案について、パブリック・コメント実施後、同センタ

 　ーに設置された有識者会議を経た後、本年８月上旬に改定予定。
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